
１　施設の概要

２　指定管理者の業務

３　施設の管理体制
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088-621-2590

計 3

平成26年～平成27年

徳島県県営住宅集約化ＰＦＩ事業による県営住宅

万代町団地　　　徳島市　平成26年建設　１棟　112戸　高層耐火構造
名東(東)団地　　徳島市　平成27年建設　１棟　 88戸　高層耐火構造
津田松原団地　　徳島市　平成27年建設　１棟　100戸　高層耐火構造
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設置目的

　令和６年度　指定管理者運営状況点検・評価シート

指定管理者名 徳島県営住宅ＰＦＩ株式会社 指定期間 平成26年8月1日～令和16年3月31日

対象施設名

施設所管課 住宅課 【連絡先】

名東（東）団地県営住宅等 施設所在地

施設内容

利用料金等

　
・利用の促進に関する業務（入居者の募集、入退去手続等）
・住宅使用料の徴収に関する業務
・施設の維持管理に関する業務（修繕等）
・住宅巡回業務
・その他管理運営に関し必要な業務（電算システムへの入力、要望苦情相談処理等）

指定管理者の業務内容

徳島県営住宅の設置及び管理に関する条例に基づき各入居者の家賃として決定

なし

設置年月日

開館日・休館日等

・センター長１名、巡回社員１名、契約社員１名

5年度

282 285利用者数
（人）

徳島市名東町１丁目他

別紙様式１
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５　収支の状況

６　コスト削減・サービス向上に関する取組状況

７　自主事業の取組状況

－

　　　4年度（前々年度）　　　5年度（前年度）　　6年度項　目

83,642

24,046

83,642

－

－

指定管理料

（単位：千円）

83,642

自主事業取組状況

・イベント日にあわせて移動図書館を毎月誘致
・各団地に電動アシスト自転車を1台導入
・高齢者の見回り訪問を実施
・地域の防災活動との連携による津波避難機能の有効性の向上（防災に関する周知チラシを配
布）

【以下は新型コロナウイルス感染症等の影響により休止。令和7年度からの再開を検討】
・団地集会所等を活用した健康トレーニング講習会を開催
・団地住民と合同で防災訓練を実施

コスト削減の取組 ・団地内の照明設備の消灯時間などを工夫し、節約に努めている。

サービス向上の取組

・移動図書館の誘致等定期的なイベントを実施している。
・高齢者宅を訪問するなど、ニーズを的確な把握し、対応するよう努めている。
・社員に社内研修及び個人情報保護の資格を取得させるなどし、個人情報の管理や運用における
知見を深め、全体的な満足度向上につながるように努めている。

83,642

－

－

83,642

24,362

利用料金収入

SPC経費

事業収入

計
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８　管理運営業務に係る点検・評価

項　　　　　　目 評　価 点　検　結　果

①利用者ニーズの把握・分析と利用促進
　・利用者ニーズの把握
　・利用者ニーズへの対応
　・施設の利用促進

・地区防災組織と津波避難や防災倉庫への災害用備蓄に
ついて協議している。

⑨安全管理
　・安全管理体制、事故防止体制
　・災害等発生時の対応体制
　・マニュアルの整備、職員教育
　・個人情報保護への適正対応

A

A

A

②自主事業
　・計画した自主事業の実施

A

・業務計画書に従い、施設の適正な維持管理が行われて
いる。
・セルフモニタリング報告、月次報告書が適正に提出さ
れている。

・入居者自治会との意思疎通・信頼関係を醸成し、入居
者ニーズへの把握・対応に努めている。

④収支計画
　・収支計画の達成状況
　・コスト削減の状況
　・外部委託の状況 A

・関係法令を遵守し、適正な管理に努めている。

・危機管理マニュアルを作成し、災害発生時の体制を整
備するとともに、社員に社内研修及び個人情報保護の資
格を取得させるなど、事故防止、安全管理に努めてい
る。

⑧地域との連携
　・地元団体等との連携

A

・計画した自主事業について、入居者や地域住民のニー
ズを踏まえつつ、交流スペースや広場を利用したイベン
ト開催（移動図書館の誘致等）のほか、定期的に高齢者
宅を訪問する等、実施に務めている。

③適正な維持管理
　・施設の保守管理・修繕
　・年間作業計画に基づく適正な維持管理
　・県備品等の適正な管理

⑤管理運営体制等
　・管理運営業務計画書
　・職員の配置、研修計画
　・諸規程の整備
　・利用料金の徴収、減免
　・モニタリングの実施状況

A

・徳島県行政手続条例に準じ、審査基準等の規定を定め
るとともに、県が承認した管理運営体制、業務計画に基
づいた業務遂行が出来ている。

⑥職員体制
　・職員の労働条件

A

・各入居者の状態やニーズを的確に把握し効果的に対応
しており、少人数での運営ではあるものの、職員に過剰
な負担とはなっておらず、職員の休暇取得や子育てにも
十分配慮している。

⑦地域への貢献
　・地元雇用の状況
　・地元企業への業務委託

A

・積極的に地元雇用を実施している。

3



〈評価指標〉 Ｓ：協定書の内容や目標を上回る成果があり、優れた管理運営が行われている。
Ａ：概ね協定書の内容どおりの成果があり、適正な管理が行われている。
Ｂ：協定書の内容や目標を下回る項目があり、さらなる工夫や努力が求められる。
Ｃ：管理運営が適正に行われたとは認められず、改善を要する。

※　項目については、事業計画書と整合性をはかる。

９　その他（今後の課題及び対応等）

運営期間が長くなり、入居者・自治会と事業者の意思疎通がスムーズになったが、今後は高齢単身者等の入居が増加す
ると見込まれることから、事業者においては高齢者の見回り訪問やコミュニティ活性化を図るイベントの充実等、より
細やかな対応に努力する必要がある。

⑪その他
　・関係法令の遵守状況
　・情報公開請求への対応体制

A

・関係法令を遵守し、適正な管理に努めている。
・県の情報公開条例により対応している。

⑩環境への配慮
　・環境対策の状況

総合評価 A

・事業契約書や事業計画書に基づき、概ね適切に管理運
営業務が実施されている。

点　検　結　果

A

・環境に配慮して、団地内の照明設備の消灯時間などを
工夫している。
・管理施設の美化清掃等に関して自治会の指導を行って
いる。

項　　　　　　目 評　価
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